
 
 
１．耐震設計上考慮しないと評価している断層等が考慮すべき断層に該当する可能性につい

ての検討 
  原子力安全・保安院指示文書に基づき、耐震設計上考慮しないと評価している断層等が

考慮すべき断層に該当する可能性について、5 月 31 日に報告した断層等のうち、既往調査

結果に基づき断層が実際に存在するものを対象に検討を行った(図 1、表 1、表 2 参照)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            図 1 検討対象とした断層等の分布位置 

 
 
 

表 1 検討対象とした断層等の一覧表(敷地周辺・敷地近傍) 
(5 月 31 日報告書より一部抜粋、修正) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

表 2 検討対象とした断層等の一覧表(敷地内) 
(5 月 31 日報告書を一部修正) 

 

No. 断層・リニアメント名 活動性を否定する理由 備 考 

1 ｆ－１断層 
空中写真判読によるリニアメント・変動地形なし。 

高位段丘堆積層（Ｈ５面堆積物）に変位・変形なし。 
※１ 

2 ｆ－２断層 
空中写真判読によるリニアメント・変動地形なし。 

砂子又層下部層に変位・変形なし。 
※１ 

※１ 空中写真判読、文献のいずれによっても認められないが、地表地質調査により断層の存在が推定されるものであるため図 1 へは未記載  
 
 

原子力安全・保安院における検討に際しての意見の追加への対応に基づく報告について(再処理施設及び特定廃棄物管理施設の概要) 
平成 23年東北地方太平洋沖地震を踏まえた新耐震指針に照らした既設発電用原子炉施設等の耐震安全性の評価結果の報告に係る 
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No. 断層・リニアメント名 分布域 長さ※１ 敷地からの距離※２ 活動性を否定する理由 備 考 

○2 七戸西方断層 陸域 約 22km 約 32km 
低位段丘堆積層（Ｌ1 面堆積物）が撓曲構造を覆って、ほぼ水平かつ

連続的に分布し、同層に変位・変形なし。 
 

○4
一切山東方断層 

（老部川（北）右岸の断層を含む） 
陸域 約 4.5km 約 24km 中位段丘堆積層（Ｍ1 面堆積物）に変位・変形なし。  

○5
御宿山北方断層 

（御宿山東方の断層を含む） 
陸域 約 7.5km 約 11km 

断層は高角度断層であり、顕著な破砕部なし。断層面密着。 

水系図及び接峰面図により、山地高度の不連続や水系の系統的な

屈曲等の変動地形なし。浸食地形。 

 

○21 月山東方の断層 陸域 

約 4.2km 

（[新編]日本

の活断層） 

約 18km 

空中写真判読によるリニアメント・変動地形なし。 

断層推定位置を挟んで分布する中位面（Ｍ１面）に高度差は認められ

ない。 

 

25 朝比奈平付近の断層 陸域 － 約 26km 

空中写真判読によるリニアメント・変動地形なし。 

断層の南方延長部では、泊層が広く分布しているが、泊層の岩相分

布に顕著な不連続は認められないことから、本断層は泊層内の地層

を変位させる連続性の乏しい小規模な断層である。 

※３ 

26 桧木川付近の断層 陸域 － 約 16km 

空中写真判読によるリニアメント・変動地形なし。 

新第三系中新統の泊層と蒲野沢層との地層境界や泊層の岩相境界

に不連続は認められないことから、これらの断層は泊層内の地層を

変位させる連続性の乏しい小規模な断層である。 

※３ 

27 小老部川上流付近の断層 陸域 － 約 27km 

空中写真判読によるリニアメント・変動地形なし。 

一切山東方断層及び老部川（北）右岸の断層と同様の変位形態を示

すことから、中位段丘堆積層（Ｍ１面堆積物）を変位させていないと推

定。 

※３ 

○28 大陸棚外縁の断層 海域 

約 84km 

（[新編]日本

の活断層） 

約 44km Ｃｐ層上面に変位・変形なし。  

※１ 陸域は空中写真判読結果に基づく長さ。海域は海上音波探査結果に基づく長さ（それ以外の場合は出典を示す） 

※２ 再処理事業所敷地から断層の中心までの距離 

※３ 空中写真判読、文献のいずれによっても認められないが、地表地質調査により断層の存在が推定されるものであるため図 1 へは未記載 



２．地震の発生状況及び地殻変動の調査 
国土地理院、気象庁等の公開データを収集整理し、検討を行った。 
その結果、地震発生状況については、平成 23 年東北地方太平洋沖地震(以下、｢今回の地

震｣という)の前後約 4 ヶ月間の活動はいずれも低調であり、30km 以浅の地震の発生状況

に、顕著な変化は認められない(図２参照)。また、今回の地震に伴う水平方向の変動は南

東方向に約 30～50cm であり、量的には小さいものの変化が認められ、地殻変動に伴うひ

ずみが生じている可能性を否定できないと考えられる(図３参照)。 
このため、検討対象とした断層等について、既往の調査・評価の有効性の検討を行うこ

ととした。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 敷地周辺における地震の発生状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 敷地周辺における地殻変動量(今回の地震前後の水平ベクトル) 
 
３．既往の調査や評価の有効性について 

検討対象とした断層等については、以下のとおり評価している。 
・ 断層を覆う後期更新世（約 12～13 万年前）に堆積した地層に変位・変形がないことま

たは断層位置を挟んだ段丘面高度に差がないことによって、後期更新世以降の活動性が

ないことを評価している。 
・ 空中写真判読、文献のいずれによっても認められず、連続性が乏しい断層等と評価して

いる。 
上記の評価については、4 月 11 日に福島県浜通りで発生した M7.0 の地震が正断層の活

動による地震であったことを踏まえても、有効であることに変更はないと判断される(表１、

２参照)。 
 
４．まとめ 
  以上のことから、今回の地震に係る知見を踏まえても、5 月 31 日に報告した耐震設計上

考慮しないとしている断層等の評価に影響を与えるものではないと判断される。 
  なお、今回の地震及び 4 月 11 日に福島県浜通りで発生した M7.0 の地震を含むその後の

余震活動から得られる知見の詳細については、各機関による今後の調査・検討結果を待つ

必要があることから、今後も、今回の地震に関する情報収集に努め、新たな知見について

は今後の評価に適切に反映していく。 
以上 

今回の地震前約 4 ヶ月 
(2010/10/1～2011/3/11) 

今回の地震後約 4 ヶ月 
(2011/3/11～2011/7/31) 

敷地を中心とする

半径 30km 範囲 

【固定局は三隅（島根県）】  


